
27

Rent-Seekingを伴う長期成長の可能性と公共政策効果 1）
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Effects of Public Policy and the Possibility of Long-Term Growth  
in a Rent-Seeking Economy

Zhiwei CEN

1　はじめに

2008年 11月から 2010年末まで中国は 4兆元（約 60兆円弱）という内需拡大の景気刺激対策を実施

した。この経済政策は一定の経済効果があったものの、「民退国進」（民間企業が弱くなり、国有企業

の力が更に強くなること）と言われるほど国有企業の役割が再び大きくなった 2）。また、4兆元の財

源を確保するため、中央主導の赤字財政が行われている。このような赤字財政による経済成長に対し、

批判的な見方があり 3）、経済成長を達成するのに、赤字財政で国有企業の投資を増やせ、それに依存

していることは最も懸念されている。

中国の国有企業について、「権限委譲」と「利益譲渡」といった改革によって、生産性の上昇など

の面において、一定の成果が見られていると評価される一方、国の富あるいは生産資源の「一部」が

国有企業によって浸食されているという批判もある。例えば、青木（1995）は「フロー面で国への配

当が抑えられる一方、ストックの面では国有財産が（非合法的に）流用され」、インサイダーによる

国家の所有権が侵害されていると指摘している。関（2001）は「多くの国有企業が恒常的に赤字を計

上しているが、これは必ずしも悪い経営・生産効率を反映するものではなく、インサイダーによる所

有者（国家）の利益に対する侵食もその一因になっている」と批判している。更に、関（2001）はこ

のようなインサイダー・コントロールを助長しているのは「企業は赤字を計上しても国の財政あるい

は金融機構などによる事後的な補填によって破産のコストを免れる」というソフト予算制約的な問題

であり、その結果としての「国有企業の資産の「私有化」（個人のものにする）と債務の「公有化」（政

府に負わせる）という 2つの現象を同時に起こしてしまっている」ことが問題であると指摘している。

もし、以上の指摘が事実であれば、中国の国有企業によるRent-Seeking活動が実際に行われている
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ことを意味する。つまり、経済活動に使われるべき生産資源が市場以外の方法（Rent-Seeking活動）

によって経済活動の以外の目的に流用され、それにより生産資源配分の歪みがもたらされることが考

えられる 4）。更に、これらのRent-Seeking活動を行っている国有企業に対し、赤字財政で更なる生産

資源を投与すれば、問題はより深刻となる。本論文はこれらの中国経済の一面を現実的な背景として、

Rent-Seeking問題を考慮に入れた場合の長期経済成長（内生的経済成長）の可能性と補助金や公共支

出といった公共政策の長期経済成長に対する経済的効果について、内生的成長論と公共経済学の枠組

みで検討する。

Romer（1986）、Lucas（1988）を始めとして、1980年代の後半から始まった「内生的成長論」

（Endogenous Growth Theory）は、従来の新古典派成長論で説明できない現実的な問題、すなわち、

Kaldor（1963）が「定型化された事実（stylized facts）」で指摘した国間の長期成長率の格差問題を、

新しいアプローチで解明し理論展開を行った 5）。

長期的な持続成長を問題視としている内生的成長論は、主に次のことを研究課題として理論分析を

進めている 6）。第 1に、どのようにして 1人当たりの長期成長率が達成されるのか（いわゆる non-zero 

long-run rate of growth問題）；第 2に、政府の経済政策がどのようにして長期成長率に反映させるのか

（いわゆる growth effect問題）。これらの議論と従来の新古典派成長論との大きな違いは、長期成長率

を内生的に考える上で、その成長率に影響を及ぼすような政策効果も明示的にモデルの中に取り入れ

ていることである。長期成長率を内生化することによって、今迄の新古典派成長論において、長期的

に中立的であると考えている財政・金融政策や、教育政策、産業技術政策等が長期的な経済成長のパ

フォーマンスに影響を与えることになる 7）。

これらの議論の特徴として、長期経済成長に影響を与えるものとして、（市場の不完全性をもたら

す要因とされる）政府の介入（公共支出など）や不完全競争（R&D投資）といった非新古典派的な

要素を重視し、これらの要素をモデルに取り入れることによって、長期成長率の決定要因を理論的に

解明すると共に、これらの活動に対する政策的な要因も分析されている。

ところが、市場の不完全性を容認する以上、それに付随する「社会的コスト」としてのRent-

Seekingといった活動も視野に入れなければならない。特に政策効果を考えるとき、これらの要因を

考慮せずに行われる経済政策が本当に有効的なものであるかは判断できない。既存の分析では、公的

サービスやR&D投資といったものがどのようにして長期成長率を決定するのかということについて

明確に説明しているものの、これらの活動に伴うRent-Seekingの効果に関しては、ほとんど触れてい

ない。特に政策効果に関する議論では、モデルの specificationが単純化されたため、多くの現実問題

が無視されている。例えば、Barro（1990）、Barro and Sala-i-Martin（2004）の公共支出による内生的

経済成長という議論では、政府が財政・租税政策を通して、（公共支出で）一部の私的生産物を購入

し、その購入分を公共サービスとして民間企業に無料で提供することで、長期成長率に影響を与える
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と考えている。特に、この議論では、政府が均衡予算のもとで長期成長率を最大にするような税率は、

国民の厚生水準の最大化を同時に満たしており、この最適な税率を満たす条件は政府（あるいは公共

部門）の効率的な規模に一致するもの（つまり、この条件はファスト・ベストの状況の中で常に満た

されるもの）と考えられている。よって、社会的計画者（政府）による「善意」なる介入は、経済を

常に最適な状態に導き、政府の仕事は長期成長率を最大化するような税率を決めることである。

しかし、現実経済を考えるとき、その公共サービスとはどのような性質のものであろうか、または

それを 1つの財として考える場合、その財がどのような経済状況のもとで生産され取り引きされるの

か等、不可解なことが多い。Futagami et al.（1993）は民間企業の生産活動に寄与しているのはフロー

の公共サービスではなく、公共資本ストックであると主張し、フローの公共サービスをストックの公

的資本に置き換えることで、厚生の最大化と成長率の最大化とは必ずしも一致するものではないとい

う結論を導いている。また、この場合、厚生を最大にするような税率は、経済成長率を最大化する場

合の税率より低くなっていることも証明されている。この論文からの 1つのメッセージとして、「政

策担当者のなすべき仕事は単に成長率を最大化するよりも複雑なもの」（柴田（1993、p. 390））である

ことを示唆している。一方、岑（2011）が指摘したように、政府自身がこのような公共財を生産する場

合（国有企業に「委託」して生産が行われると考えている）、以下で示すRent-Seeking（または「余裕」）

活動が発生すれば、社会的経済でも分権的経済でも長期成長率はBarro（1990）が考えているものより

低く、この場合の成長率を最大にするような税率は、政府が観察できないRent-Seeking活動によって

過大に設定され、長期経済成長にマイナスの影響を与えてしまう可能性があることが示されている。

内生的成長モデルの政策議論に対するもう 1つの疑問は、内生的成長論でしばしば議論されている

補助金政策問題である。従来の産業組織論（例えば、Tirole（1988））を取り入れる内生的成長論の分

析では、R&D投資の長期成長に対する役割を注目し、R&D投資を行うインセンティブとして、独占

的競争を容認している（Romer（1990）、Grossman and Helpman（1991）、Barro and Sala-i-Martin（2004）

等）。この場合、独占力が存在するため、投資の私的な限界生産性は社会的な限界生産性を下回り、

長期成長率は低くなる。よって、これらのモデルの帰結として、政府が投資に対する補助金を交付す

ることが望ましいことである（Barro and Sala-i-Martin（2004））。ところが、独占が存在する経済にお

いては、Tullock（1967）が指摘したRent-Seeking活動が存在する可能性がある。もし独占企業が市場

ではなく政治的な手段を使って利益を求めようとすれば、これらのRent-Seeking活動を行う独占企業

に対する保護政策（特権や補助金等）は、正当な競争を損なってしまう他に、資源配分の非効率性を

もたらすこともなりかねない。更に、岑（2004）が示しているように、R&D投資を政府が意図的に

国有独占企業に行わせる場合、国有企業の「余裕」活動によって、R&D投資の長期成長に対する効

果が相殺されてしまう他に、長期均衡に悪い影響を与える可能性がある。

このように、市場の不完全性によるRent-Seeking問題を考慮に入れた場合、内生的成長論で考えて
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いる公共支出やR&D投資の長期成長に対する経済的効果は、果たして高いものであろうか、そして、

これらの活動に対する経済政策（公共政策）は本当に現実性のあるものであろうかということについ

て再検討する必要がある。論文は以下のように構成される。第 2節では従来の新古典派成長に対する

内生的成長論の基本的な考え方について整理し、Romer（1986）を始めとする 3つの代表的な内生的

成長モデルを紹介しながら、これらのモデルにおける政策効果を考察する。3節と 4節は各々伝統的

なRent-Seeking理論、そしてRent-Seeking活動と見なす「余裕」活動について考察し、これらの活動

がある場合の内生的成長論における政策効果を理論的に検討する。国有企業がRent-Seeking（または

「余裕」）活動を行うと仮定することにより、以下のインプリケーションが得られている。第 1に、

Rent-Seekingがある場合、国有企業に対する補助金政策における補助率はRentの存在により、過少に

なる可能性があるが、補助率を大きくすれば、その一部は Rent-Seeking活動の資金となるため、実行

される補助金政策効果が小さく有効なものとは言い難い。第 2に、Rent-Seekingがある場合、国有企

業による投資や生産活動の資本に対する収益率はRentがない場合より低くなり、これらの投資や生

産活動の長期成長率に与える効果も小さくなる。もし、政策的に更に多くの生産資源を国有企業に与

えるなら、更なる資源配分の非効率をもたらし、長期持続経済成長に悪い影響を与える可能性がある。

5節は結論をまとめ今後の課題について言及する。

2　内生的成長論の考え方

2.1　モデルの設定と一般的な記述

まず、この論文で使われる一般的なフレームワーク、モデルの設定と長期経済成長に関する一般的

な記述を示しておく 8）。経済は政府、家計（生産資源の所有者、提供者と生産物の消費者）と 2部門

生産セクターから構成されるとする。家計の生涯効用は下記のように表す。

 

 

 
0

t t tU e u c L dt
   ρ

 
  （1）

ここで、ρ  (>0)は時間選好率、Lt（= L0 exp  (nt)。但し、L0 ≡ 1であり、人口成長率 nは外生的である

とする）は経済全体の人口を表わしている。簡単化のため、Ltは家計の規模に等しいと仮定する。瞬

時的効用関数は以下のように与えられる。
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但し、σ  (=u'' (c)·c / u' (c))は異時点間の代替弾力性の逆数を表し、u  (c)は凹性 (u' (c) > 0、u'' (c) < 0)を



Rent-Seekingを伴う長期成長の可能性と公共政策効果 31

満たすものとする。各生産セクターの生産技術と生産された生産物の配分は以下の式で記述される。
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ここで、Fは物的投資財（と消費財）のために使われ、Hはそれ以外の資本投資に使われる。Y、L、

K、A、Cは各々産出、労働投入量、物的資本ストック、物的以外の資本ストック、消費を表わし、δ

は減耗率（2つの資本の減耗率が同じであるとする）、Ωは外部性を表している。また、Xt = exp  (kt)は

技術水準、κ  (≥0)は外生的な技術進歩率を表わす。外部性については以下のように定義する。
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但し、γ1、γ2、γ3、γ4は経済全体に対する正の外部効果を表わしている。一方、資源に関する制約は

以下のように表す。
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各々の生産資源は下記のように配分されるものとする。
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以上より、この経済の生産技術（時点技術とも言う。大住・坂上（1997））は以下のようにまとめ

られる。
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但し、μ1  (≥0)、μ2  (≥0)、μ3  (≥0)、μ4  (≥0)は各々、各部門の物的資本とそれ以外の資本のシェアを表わ

し、D1  (>0)、D2  (>0)は技術的パラメータを表わしている。簡単化のため、ここで Lt ≡ 1とする。

以上の想定のもとで、長期成長径路は以下のように求められる。まず、最適経済成長は（7）式の

制約条件のもとで、（1）式の家計の生涯効用を最大にするように行われる。それを解くための当該価

値のハミルトンニアンは以下のように定義される。
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ここで、物的資本とそれ以外の資本のシャドウプライスを表す λ1t  (λ1t:|0,∞)→R)、λ2t  (λ2t:|0,∞)→R)及

びストック変数Kt、Atは区分的連続微分可能な連続関数とし、制御変数 Ct、qtと vtは区分的連続関数

とする（より厳密的な定義は大住・坂上（1997）を参照）。この式から得られる最適化の一階条件及

び最適経済成長径路を達成するための横断性条件は下記の通りである（簡単化のため、以下では必要

の場合以外は時間を表わす下付き tを省略する）9）。
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但し、Λ1、Λ2、Θ1とΘ2は以下の通りである。
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以上を整理すると、経済の長期均衡径路は以下の式で特徴づけられる（Mulligan and Sala-i-Martin

（1992）、Barro and Sala-i-Martin（2004）、大住・坂上（1997）を参照）。
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但し、（10）式と（11）式は（9）式のストック変数Kと Aに関する一階条件（Euler Equation）と制

御変数 qと vに関する 1階条件を整理して得られたものである。また、qと vに関する 1階条件から得

られた（15）式は、μi  (i = 1, 2, 3, 4)を所与とする場合の 2つ部門に配分される資本の割合の関係を表

す式である。

内生的成長の条件を見る前に、まず、なぜ内生的成長が必要であるのかを見ておく必要がある。そ

の際、新古典派成長論がなぜ批判されたのかを吟味することも必要である。以下では新古典派成長論

の構図を簡単に示した上で、内生的成長の必要性、そして内生的成長はどのような条件のもとで達成

されるのかを見てみる。

2.2　新古典派成長モデルの構図

新古典派の世界では、外部性などの要素が排除され、資本ストックは物的資本だけの世界を考えて

いる。また、経済活動は完全競争や労働と資本の規模に関して収穫一定といった仮定のもとで行われ、

人口成長率（ここでは n = 0と仮定している）と技術進歩率については外生的であると考え、生産要

素の限界生産性に関しては収穫の正値性、逓減性及び稲田条件が満たされるものとされている。（3）

式～（7）式の体系及び（10）式～（15）式を
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のように考えれば、新古典派成長論が考えている経済の最適成長は以下の式に集約される。
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但し、この成長径路が最適となるには、（9）式より以下の横断性条件も満たさなければならない。
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  1 0g  ρ σ  （16）

ここで、g  (= K
4

 / K = C
4

 / C)は長期径路における成長率を表わしている。また、σ < 1の場合、この条

件は ρ > (1 – σ)gとなる。ところで、なぜ新古典派成長論が指摘されるのであろうか。新古典派成長論

が指摘された理由の 1つは、長期成長率に対する認識が前述のKaldor（1963）の「定型化された事実」

と一致しない点である。新古典派成長論は長期経済成長率に対し次のように考えている。

長期経済成長率の特性は、均斉（長期）成長均衡における資本ストックの動き、または均斉成長経

路における限界資本生産物（資本の収益率）と時間選好率との関係を調べればわかる 10）。ここでは、

均斉成長均衡における資本ストックの動きについて見ることにする。均斉成長の定義により、
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C
4

 = K
4

 = 0となるので、（N）式の最適消費成長率を時間微分し、成長率を gZ ≡ dlogZ / dtとおけば、均斉

成長均衡における資本ストックの成長率 11）は以下のようになる 12）。
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この式からわかるように、新古典派成長論における均斉（長期）成長率は物的資本の分配率（μ1）（或

は産出の労働弾力性 1 – μ1）と技術進歩率（κ）によって達成される。これらは全て外生的に与えられ

ているものである。もし、資本の分配率が 1より小さければ、または外生的な技術進歩率がなければ、

長期経済成長はできなくなる。この資本の分配率が 1より小さいということは、正に資本の限界生産

性が収穫逓減の法則に従っていることを意味する。この場合、時間と共に資本の平均ないし限界生産

性がゼロに収束するという稲田条件（f ' (∞) = 0）が自然に満たされることになる。これは、所与の基

礎パラメータ（貯蓄率や時間選好率など）のもとで、経済は常に一定の長期均衡に収束していくこと

を意味する 13）。新古典派成長論は資本限界生産性の逓減性と稲田条件の 2つの条件を前提にして経済

を考えている。よって、新古典派成長論で考えている経済成長は常に収束性をもち、長期成長率は外

生的な技術進歩率に規定される 14）。

しかし、これらの帰結で前述のKaldor（1963）の「定型化された事実」として観察された各国の長

期成長率の格差を解明するのは不可能である。つまり、もし新古典派成長論で国際間の長期成長率や

所得の格差を説明しようとすれば、その格差は専ら資本・労働比率と外生的な技術進歩率（ここでは

κである。ハロッド中立を考える場合、労働の効率性を意味する）のバラ付きに帰着せざるをえない。

ところが、Romer（1987、1996）らが示したように、国際間の所得格差を資本・労働比率で解釈すると、

資本の格差が非現実的に過大評価されてしまう可能性がある 15）。よって、新古典派成長モデルで国際

間の所得格差を説明しようとすれば、その格差は外生的な技術進歩率の相違によってもたされるもの

と考えるしかない 16）。

ところが、このような外生的な技術進歩に対し、それがどのように達成され、また、その形成のメ

カニズムとはどのようなものであるかについては、新古典派成長論では明確な説明はない。特に、主

体間あるいは市場構造の異質性がない場合、その外生的な技術格差が長期的に継続されることは考え

にくい。

新古典派成長論で考えられている技術進歩は、努力せずに技術が進歩するという非現実的な発想に

基づいている。もしこれを排除すると、1人当たり変数（y、k、c）の均斉成長率はゼロになる。これ

は明らかにKaldor（1963）の「定型化された事実」の中で、観察された 1人当たりの産出量が長期的

に成長しているという事実に反している。この点が新古典派成長論の最も批判されたところであり、
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内生的成長論の議論の始まりでもある。

長期成長率が外生的に与えられるものであると考える以上、新古典派成長論における政策効果を考

えることはできない。仮に経済政策を行ったとしても、長期成長率は外生的に与えられたものにしか

依存せず、前述のように均斉成長率がゼロになった場合、経済政策は長期経済成長率と中立的な関係

になる。従って、新古典派成長論における経済政策効果は、正に均斉成長経路における 1人当たりの

資本ストックや産出の水準を変えるという Level Effect（水準を永久的に変える効果）であり、Growth 

Effect（成長率を永久に変える効果）をもたない 17）。

以上のように、新古典派成長論は国間の成長率格差や所得格差といった現実の経済問題に直面した

とき、その説明力がなくなった。これに対し、所得格差に影響を与えるのは長期経済成長率であり、

それを決めるのは外生的な要因（例えば、外生的な技術進歩）ではなく、内生的な要因（例えば、技

術格差とその格差をもたらす人的資本やR&Dの違いなど）であると考えるのが内生的成長論である。

内生的成長論は以下のように新古典派成長論を修正し、内生的な経済成長の可能性、そしてそれを生

み出すメカニズムを明らかにしている。

2.3　内生的成長の条件（1）― 1部門生産モデルの場合

前述のように、新古典派成長論が長期経済成長率の決定要因をうまく説明できなかった理由とし

て、生産技術について、資本限界生産性の逓減性（μ1 < 1）や稲田条件（f ' (∞) = 0）を仮定しているこ

となどが挙げられる 18）。そして、技術進歩率（κ）を外生的に考え、その外生的な技術進歩を決定す

るメカニズムが存在していないことである。そこで、内生的成長論は次のように、長期持続経済成長

（内生的成長）の可能性を考えている。1つは、Rebelo（1991）のように、生産技術は Y = AKである

ように考える。すなわち、AK生産技術のように資本の限界生産性が漸近的に下に有界であれば、外

生的な技術進歩がなくても、長期持続成長が達成されるのである 19）。もう 1つは、Uzawa（1965）―

Lucas（1988）やRomer（1990）、Aghion and Howitt（1998）などのように、技術進歩は各々の経済主

体の経済活動によって内生的に決定され、長期経済成長率は内生的な技術進歩によって達成されると

いう考え方である。更に、Romer（1986）、Lucas（1988）は、収穫逓増性ないしは外部性を導入して、

長期持続成長の可能性を考えている。まず、AKと称される 1部門の内生的成長モデルについて、長

期持続成長の実現可能性と決定要因を見てみる。

AKモデルの 1つの特徴は、資本の平均生産性や限界生産性が収穫逓減法則に制約されないことで

ある。これを（N）式または（17）式に適応すれば、資本シェア μ1が 1となる場合に当たる。外生的

な技術進歩が存在せず（X = 1 Û κ = 0）、μ1 = 1である場合の生産技術は AK（即ち、Y = D1K ≡ A*K）と

なり、資本の限界生産性は時間と共に、f ' (0) = f ' (∞) = D1 ≡ A* > 0であるように稲田条件に拘束されず、

下の有界性を満たす。AKモデルにおいて、この資本限界生産性の有界性あるいは収穫一定性が長期
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持続成長（内生的成長）をもたらす最も重要な条件である。言い換えれば、AKモデルにおける長期

持続成長の可能性は通常の稲田条件を排除することによって達成される。このことは前節の新古典派

成長論のモデル（（N）式）を用いても簡単に示すことができる。もし（N）式の生産技術は、μ1 = 1

であり、かつ、gC > 0をもたらすような A*が存在すれば、AK生産技術に基づく最適成長率は以下の

ように表わされる 20）。

 

 （17） 
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ここで、A* ≡ D1である。新古典派成長モデルと AKモデルは資本限界生産性の有界性に関する仮定

以外は全て同じである。ところで、資本限界生産性の有界性の存在が長期持続成長にどのような影響

を与えるのか。2つのモデルを比較しながら見てみよう。（9）式～（15）式と（N）式から、新古典派

成長モデルと AKモデルの長期均衡径路は以下の式でまとめられる 21）。
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以上の式からわかるように、もし上から 4番目の横断性条件が満たされるならば、2番目の資本と消

費の時間に関する変動は同じの方向（同符号）に動くはずである。つまり、長期において dC
4

t / dK
4

t > 0  

((gK)* > 0 Û (gC)* > 0あるいは (gK)* < 0 Û (gC)* < 0）とならなければならない。しかし、資本限界生産性

に関する有界性が存在するか否か（つまり、稲田条件が満たされるかどうか）によって、以下の式の

ように、2つのモデルの長期均衡径路における成長率の性質が異なってくる。
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よって、外生的な技術進歩がない場合、以下の式のように、稲田条件を満たす新古典派成長モデルの

唯一の実現可能な長期均衡径路における成長率はゼロとなる。一方、稲田条件に拘束されない AKモ

デルは、その資本限界生産性の有界性により、正の長期成長率を達成することが可能となる。
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ところで、AKモデルのような生産技術（μ1 = 1）が存在するのか、そして、A*をもたらすものは何で

あろうか。内生的成長論では A*を生成するについて次のように考えている。その 1つの方法は、資本

をより広範囲に解釈することである。これを 2.1節のフレームワーク（1部門）に適応し、（3）式～（7）

式の体系を

 

 （18） 
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のように考えれば、（7）式より生産技術は以下のようにまとめることができる。
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（7）式を以上のように表わせるのに 1つの重要な仮定がおかれている。すなわち、2つの資本シェ

アを μ2 = 1 – μ1であるように考えることである。これは 2つの資本関係（Kと A）は補完的であり、か

つ経済全体の資本に関し収穫一定性（μ1 + μ2 = 1）を満たしていると考えている。これは前述の μ1 = 1

をより広範囲に考えているものである。この場合、もしA*（物的資本以外の資本。但し、Barro（1990）

はこれをフローの公共サービスと考えている）が物的資本Kと同率で変化し、あるいは 2つの資本の

比率（A / K）が一定であれば、その一定性は前述の A*と同様な役割を果たせる 22）。このような広範囲

の資本の収穫一定性をもたらすものとして、内生的成長論では各企業の物的資本投資の中で生成され

た副産物としての知識資本（Arrow（1962）、Romer（1986））、人的資本（Lucas（1988））、公共支出（Barro

（1990））などを考えている 23）。3節では A*を生成するメカニズムを示す幾つかの代表的な内生的成長

モデルを考察する。

2.4　内生的成長の条件（2）― 2部門生産モデルの場合

以上では 1部門生産モデルにおける長期持続成長の実現可能性を AKという生産技術で検討した。

AKモデルは物的資本以外の資本（例えば、人的資本や知識資本）の形成などの側面を考慮していな

い他（Barro and Sala-i-Martin（2004））、（AK）式や（18）式のように、経済は常に均斉成長径路上に

あり、動学的な移行過程が存在しないため、定常分析しかできないという分析上の欠点もある 24）。

2部門内生的成長モデルはこれらの問題点を解決した。

2部門生産モデルにおける長期持続成長（内生的成長）は、（19）式と同様に 2つの資本が同率で成

長する場合に達成される（但し、外部性がある場合、全ての成長率が必ずしも一致するとは限らない）

と考えている。しかし、1部門生産モデルと違って、2部門生産成長モデルの多くは技術進歩そのも
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のを内生化し、それを決める人的資本や知識資本といった生産と蓄積活動も明示的にモデルで示して

いる。またこれらのモデルは、内生的技術進歩を決める資本の蓄積方式は線型という形で表わしてい

るものが多く、多くの 2部門内生的成長モデルの誘導形はUzawa（1965）― Lucas（1988）型の誘導

形に帰着される 25）。但し、その技術進歩がどのように形成されるのかについては、各々のモデルの解

釈は様々である。例えば、Romer（1990）は財の種類の拡張（水平的な技術革新）、Aghion and Howitt

（1998）は財質の向上（垂直的な技術革新、Schumepterianモデルとも呼ばれている）を考えている 26）。

ところで、2部門生産成長モデルにおける内生的成長条件とはどのようなものであろうか。まず一

般ケースの 2部門生産モデルにおける内生的条件を考察する。qと vが一定で、Y、KとCが一定の率

で成長する長期均衡を考える。（7）式、あるいは（13）式、（14）式より、2つの資本の長期成長率と

諸パラメータの関係は以下のように求められる（各々対数時間微分で得られる）27）。
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この式からわかるように、2つの未知数（g*
Kと g*

A）をもつ線型同時方程式において、2つの資本成長

率（g*
Kと g*

A）が正となる（内生的成長）唯一の条件は係数行列がゼロになることである。即ち、
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である。正の長期成長率（内生的成長）の実現可能性は上の行列式から得られた以下のこのモデルに

おけるパラメータの関係式で判別される 28）。

 

 

 
     2 2 3 3 1 1 4 41 1      µ γ µ γ µ γ µ γ  （21）

この式は 2部門生産モデルにおける内生的成長の条件式である（1部門生産モデルでもこの条件式

で内生的成長の可能性を見ることができる）。この条件を満たす代表的な内生的成長モデル（1部門と

2部門）は以下のようにまとめることができる。

表 1、（20）式と（21）式を用いて、各タイプの内生的成長モデルの性質を調べることができる。例

えば、AKモデルの長期持続成長の達成可能性がこれらの式で確認することができる。AKモデル

（1部門）の構造パラメータ（表 1）を（20）式に代入すると、(μ1 – 1)g*
K = 0が得られ、μ1 = 1のとき

g*
K > 0となることがわかる。また、同様に、Uzawa（1965）― Lucas（1988）モデル（外部効果を考え

ない物的資本と人的資本の 2部門生産モデル）の性質もこれらの式で考察することができる。（21）

式を満たすUzawa（1965）―Lucas（1988）モデルの構造パラメータ（表 1）を（20）式に代入すると、

g*
K = μ2 / (1 – μ1)g*

Aが得られ、2つの資本の長期成長率の関係を調べることができる 29）。特に μ1 + μ2 = 1
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である場合、2つの資本は同率で成長するので、（19）式と同様な結果が得られる。

以上は、内生的成長を実現するための条件を簡単に調べた。ところで、これらの条件を実現させる

経済活動、または前述の AK生産技術や内生的な技術進歩が生成するプロセスが存在することこそ、

実際の内生的成長が本当に達成されるのか否かは判断される。以下の節ではこれらを示す 3つの代表

的内生的成長モデルについて整理する。

2.5　代表的な内生的成長モデル

2.5.1　知識資本蓄積による内生的成長（Arrow（1962）、Romer（1986））

Romer（1986）はArrow（1962）の Learning-by-Doingの考え方を生かして、各企業の物的資本投資

の中で副産物として創出された「知識資本」の役割に注目し、内生的成長の可能性を考えた。このモ

デルの基本的な発想は投資過程で生じた経験などが社会的知識資本として蓄積され、外部効果として

経済全体の生産性成長をもたらすと考えていることである。特に、生産性成長については、以上の

Learning-by-Doing効果とその知識資本のもつ非競合性や排除不可能性から生じる Spillover効果を仮定

している。これを（3）式で表現すれば、以下のように要約される。

 

 （21） 
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 （R1）

但し、これは Learning-by-Doing効果（A' (K) > 0）と Spillover効果（K = A (K)）という 2つの効果が同

時に有効である場合に成立するものである。また、このモデルでは規模の効果があるため、L ≠ 1と

する。この式からわかるように、もしK / k (>0)が一定であれば（2つの資本比率を一定するような知

識資本が創出されれば、またはそれをもたらすようなR&D投資が行われれば実現可能である）、（19）

式と同様に、持続的成長（内生的成長）が達成される。しかも、このときの長期成長率は人口の規模

表 1　各タイプの内生的成長モデル

(μ2 + γ2) (μ3 + γ3) = (μ1 + γ1 – 1) (μ4 + γ4 – 1) Model

γi (i = 1, ..., 4) = 0 ; μ2 = μ3 = μ4 = 0 ; μ1 = 1 AK Model

γi (i = 1, ..., 4) = 0 ; μ3 = 0; μ4 = 1 Uzawa（1965）

γ2 = γ3 = γ4 = 0 ; μ2 = μ3 = μ4 = 0 Romer（1986）

γ1 = γ3 = γ4 = 0 ; μ3 = 0; μ4 = 1 Lucas（1988）

γi (i = 1, ..., 4) = 0 ; μ3 = μ4 = 0 Barro（1990）

γi (i = 1, ..., 4) = 0 ; μ3 = 0; μ4 = 1 Romer（1990）

γi (i = 1, ..., 4) = 0 ; μ1 + μ1 = μ3 + μ4 = 1 Rebelo（1991）
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（規模効果）にも依存している。Romer（1986）は、知識資本の外部効果によって収穫逓増の可能性も

考えている。以上のことを 2.1のフレームワークでまとめるならば、知識資本と長期成長の関係次の

ように表わされる。表 1を考慮して、（3）式～（7）式体系を

 

 （R1） 

 

 

2 3 4 2 3 4 0 1 1q l L         µ µ µ γ γ γ κ   

のように考えれば、（7）式の生産技術は以下のように書ける。
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1 KY D K L  µ γ µ

  

均衡において、y = Y / L = mYi / mLi、k = K / L = mKi / mLi、L = mLi、K = kL  (i = 1, ..., m)を考慮すれば、（7）

式の財市場均衡条件は以下のように書き直すことができる（このモデルは規模の効果を考えているの

で、n > 0とする）。

 

 

 

 1 1 1
1y D k L c k n    

µ γ γ δ  （R2）

この制約式のもとで、（1）式の家計効用を最大にするような最適径路上の（分権経済の）1人当たり

の消費成長率は、以下のように求められる（表 1のこのモデルの構造パラメータを（12）式に代入し、

1人当たりの変数に直すと下記の式となる）。
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 （R3）

この場合、知識資本による外部効果の大きさは長期成長率の性質を左右する。つまり、知識資本の経

済全体資本に与える効果（μ1 + γ1 ≥ 1）の度合いによって、長期成長率はその資本の収穫性（逓増また

は一定）によって永久に上昇し続けていくのか（収穫逓増の場合）、一定となるのか（AKの場合）に

より決められる。また、（R3）のように、このモデルはArrow（1962）と同じく規模の効果が存在し

ている。一方、このモデルは資本の収益率に関して、個々の生産者は社会的計画者のように企業間の

知識の Spilloverを「内部化」していないが故に、（R3）の私的限界生産性（rp）は下記の式の社会的

限界生産性（rs）より低くなる。

 

 （R3） 

 

 

  1 1 11
1 1 1p sr r D k L    µ γ γµ γ  （R4）

よって、分権（市場）経済の成長率は社会的成長率より低くなる。特に、経済全体の資本に関して収

穫一定の場合（AKの場合、すなわち、μ1 + γ1 = 1）、分権経済の成長率は γ1  (0 < γ1 < 1)分だけが社会的

成長率より低くなっている。そこで、Barro and Sala-i-Martin（2004）は政府による補助金や投資税額

控除などの政策で、社会的成長率は分権経済でも実現できると考えている。
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ところが、以上のような知識資本の創出は一般企業の投資活動によるものではなく、独占企業によ

るR&D投資、あるいは政府がそのR&D投資を意図的に国有独占R&D投資企業に行わせる場合、

Rent-Seeking（「余裕」）活動が発生する可能性がある。Rent-Seeking（「余裕」）活動が発生した場合、

Romer（1986）らが考えている内生的成長は必ずしも達成されるとは言えない 30）。「余裕」活動を伴う

R&D投資と内生的成長の関係については、4節で検討する。

2.5.2　政府の公共支出による内生的成長（Barro（1990））

Barro（1990）は前述の AK生産技術における A*の生成要因として、政府による公共支出を考えてい

る。つまり、政府が均衡予算のもとで、私的生産物の一部を購入し、それを公共サービスとして、民

間企業に無料で提供することにより長期経済成長に影響を与えると考えている。公共サービスは非競

合性と排除不可能性を有するものであり、それが民間企業の投入として生産関数に取り入れ、正の外

部効果を与えるという点では、前節のRomer（1986）の考え方と同様である 31）。また、政府がこの公

共財を生産することなく、私的生産物を購入するという仮定により、政府と各企業は同様な生産関数

をもつことになる。以上より、Barro（1990）の考え方を 2.1節のフレームワークで見てみよう。表 1

を参照して、（3）式～（7）式の体系を
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のように考え、（個人数と企業数mが一致するという想定のもとで）均衡における Y = mYi、K = mKi、

L = mLi  (i = 1, ..., m)を考慮すると、（7）式の生産技術（但し、Aをフロー変数である公共サービスとし

て考える）及びBarro（1990）の財政の均衡式は以下のようにまとめられる。
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 （B1）

ここで、Tと τは各々政府の収入と所得の税率を表す。この式は基本的に、（19）式や（R1）式と同様

の構造をもっている。但し、広範囲資本の一定性は政府の支出を通して実現されたものである。つま

り、A / Y = τ（（B1）式）のように、政府の支出率が通時的に一定であれば、一定性が実現される。と

ころで、政府は財政政策を通してどのように成長率に影響を与えるのであろうか。まず、分権（市場）

経済の成長率は、以下のように求められる。

 （B1） 

 

 

  11/
1/A k D L

µτ   （（B1）式）を考慮し、（B1）式より税引

き後の 1人当たりの資本限界生産性は以下のように求められる。



42 Rent-Seekingを伴う長期成長の可能性と公共政策効果

 

 

 

       
1 1

1
1

11 1

1 1 1 11 1 1y AD D L
k k

         

µ µ
µ µτ τ µ τ µ τ  （B2）

これを（12）式の限界生産性の項に代入すると、以下のように 1人当たりの成長率が得られる。
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但し、L ≡ 1と仮定すれば、人口成長率はゼロとなり、長期経済成長率は τなどに依存する。前述のよ

うに、τ = A / Yが一定であれば、税引き後の資本の限界生産性も一定になる。よって、このモデルも

AK生産技術と同じように長期経済成長は政府の「善意」なる介入によって達成される。政府による

財政・租税政策を通しての市場への介入は長期成長に対し、2つの経済的効果をもつと考えられる。

すなわち、（1）課税（τ）による民間企業の限界生産物に対するマイナス効果と、（2）政府支出（A / Y）

を通じて経済全体に対するプライス効果である。政府の規模が大きい場合、前者の効果が支配的とな

り、政府の規模が小さい場合は、政府支出が成長率にプラスの効果を与える。一方、課税によって、

私的資本の限界生産性が社会的限界生産性から乖離される。Barro（1990）は税率 τを政策変数として、

成長率を最大にするような税率を設定すれば、分権的経済でも社会的経済の成長率を実現することが

できると考え、しかもこれを満たす条件は政府の効率的規模に一致するものと考えている。（B3）式

の成長率を最大にするような税率は以下のように求められる。
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Barro（1990）、Barro and Sala-i-Martin（2004）はこのような最適税率のもとで、分権的経済でも社会

経済と同じような経済成長を実現することができると考えている。つまり、1 – τを 1に置き換え（限

界税率をゼロとする）、以上の最適な税率の値を（B3）の分権経済の成長率に代入すれば、cと Aを

操作変数とする社会的成長率と一致する。但し、これはCobb-Douglasのケースにおいて言えるが、他

の生産関数の場合は必ずしも言えるとは限らない。特に、以上の条件は政府の規模についての効率条

件に一致していることから、Barro（1990）、Barro and Sala-i-Martin（2004）はファストベストの状況

の中でもこの条件が達成されると考えている。つまり、（B1）式の公共サービスの限界生産性に、

A / Y = τ*と以上の条件を代入すれば、下記の式のように
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µ
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確かに条件 τ* = 1 – μ1は政府の効率規模の条件 ∂Y / ∂A = 1（社会的限界費用を 1としている）に一致し
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ている。更に、Barro（1990）は個人の厚生水準を最大化することはこの成長率の最大化と一致し、厚

生水準を最大にするような税率は前文の長期成長率を最大にする税率と一致することも示している

（詳しくはBarro（1990）、Barro and Sala-i-Martin（2004、Chap. 4）を参照）。Barro（1990）の帰結をま

とめて解釈すれば、政府が成長率を最大にするように税率を設定すれば、分権経済成長率は社会的成

長率と一致し、経済は最適な状態となる。

しかし、このような民間企業の生産活動に貢献できる公共サービスはどのような経済状況の中で

「生産」され取り引きされるのかについては、Barro（1990）などでは明確な説明がない。政府の介入は、

市場の不完全性をもたらす他、Stiglitz（1988）や吉田（1995）が指摘したように、情報不完全性など

によりRent-Seekingも発生しうる。更に岑（2011）が議論したように、公共サービスの生産や公共投

資を行う主体を国有（公的）企業として考える場合、政府と国有企業の関係からRent-Seeking（「余裕」）

活動が行われる可能性は否定できない。この場合、「生産」される公的サービスの供給量は少なくな

り（Rent Seeking-供給量効果）、必要以上の資金が所得税によって調達される可能性がある（Rent 

Seeking-租税効果）。また、Rent-Seeking（「余裕」）活動がある場合、成長率を最大にする税率はRent

の存在により、Barro（1990）が示したものより、低くなる可能性がある（岑（2011））。このような状

況において、公共サービスや公共資本の長期成長に与える効果が小さくなり、更に、これらの経済活

動は均衡財政のもとで行われるなら、Rent-Seeking（「余裕」）活動がもたらす租税の歪みは国有企業

以外の一般企業の経済活動にマイナス効果を与えてしまう可能性がある。

2.5.3　中間財の種類拡大による内生的成長（Romer（1990））

Romer（1990）は中間財種類の拡大による経済的効果に注目し、財の種類の個数の変化を新たな産

業の出現に類似する技術革新（水平的な技術革新）と見なし、それを 1つの内生的な技術進歩として、

長期持続成長に影響を与えるものと考えている。Romer（1990）は以下のような経済を考えている。

経済は 3つのセクター（最終財生産部門、中間財生産部門と研究開発部門）から構成される。経済の

技術進歩は利用可能な中間財の種類の拡張によって達成され、長期持続成長はその内生的な技術進歩

によってもたされる。ところが、中間財生産企業は新しい中間財を生み出すのに固定費用が支払わさ

れるため、Romer（1990）はその投資のインセンティブとして、中間財市場は独占的競争であると仮

定している。Romer（1990）の考え方を 2.1節のフレームワークに適応し、（3）式～（7）体系（表 1

を参照）は
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のように考え、各部門の生産技術（最終財、中間財、研究開発）は以下のようにまとめられる。
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但し、i  (1,  ...,  m)は企業数である。これらの式の意味は次の通りである。最終財部門（1番目の式）は

この部門に振り分けられる労働と中間財（Dixit and Stiglitz（1977）の加法分離型の関数を連続型で表

わしている）を用いて最終財である消費財を生産する 32）。中間財生産部門（2番目の式）は研究開発

部門によって開発された新しいデザインを使う他に、資本を用いて中間財（資本財）の生産を行う。

研究開発部門（3番目の式）は既存の知識資本ストックと労働 33）を用いて新しいデザインを生産する。

また、ここでは全ての中間財が同じ量が使われると仮定しているため、均衡においては、xi = xとなる。

以上をまとめて、最終財生産関数は以下のように簡単化される。
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この式は前文の（19）式や（R1）式、（B1）式と類似の型になっている 34）。よって、もし絶えず中間

財の種類が創出されれば、前文のAKモデルと同じの帰結が得られる。一方、このモデルの知識資本に

関する誘導形もUzawa（1965）－Lucas（1988）型と類似している。このモデルの構造パラメータ（表1）

を考慮し、（9）式、（10）式～（15）式を用いれば、社会的成長率は以下のように簡単に求めること

ができる。つまり、（9）式と（V1）式（A
4

 / A = K
4

 / K）より
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が得られ、この関係を（9）式の λ
4

1 / λ1 = –σC
4

 / Cと（11）式に適応すると、社会的成長率は以下のよう

に求められる。
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よって、経済は中間財の種類の拡大という内生的な技術進歩を通じて、一定の長期成長率が達成 

される。しかし、前述の中間財市場の独占要因を考えると、私的限界生産性は独占力によって社会 

的限界生産性より低くなり、長期成長率は低くなる可能性がある。このことは中間財企業の行動か 

ら確認できる。piを中間財の価格とし、（V1）式より、最終財企業の中間財に対する逆需要関数

 （V3） 

 

 

  1 11 1
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µ µµ   を考慮して、中間財企業の利潤関数を

 

 
 i i i i ip x x rx π   とすれば、中間財

に対する独占価格、供給量及び独占利潤は以下のように求められる。
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更に、最終財生産部門と研究開発部門の労働に対する裁定条件と自由参入（ゼロ利潤）条件から、以

下の式が得られる。
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但し、pAは研究開発部門の生産価格を表わしている（Romer（1990）、Aghion and Howitt（1998）を参

照）。この式と（V4）の中間財供給の式を合わせると、以下の私的限界生産物を得ることができる（但

し、g = A
4

 / A = D2L2を考慮に入れている）。
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これを（12）式の限界生産性の項に代入すると、以下の分権経済の長期成長率が得られる。

 

 （V6） 

 

 

 2
1

1

1

11
p

D L
g

  


 

ρ δ
µ

σ
µ

 （V7）

これは明らかに（V3）式の社会的成長率より低くなっている。その理由は独占企業が 1 / μ1のマーク

アップをかけているからである。Barro and Sala-i-Martin（2004）はRomer（1986）の場合と同じように、

政府による補助金や投資税額控除などで、この問題を解決することができると考えている。

このモデルは独占力の経済に対する影響を認めているが、独占企業に関しては、一般のように

Profit-Seekerであると考えている。しかし、独占が存在する経済において、Tullock（1967）が指摘し

たように、少なからずRent-Seekingが発生する可能性がある。もし、3節で議論されるように、独占

企業が市場ではなくRent-Seekingで目標を達成しようとすれば、政府による補助金政策は有効的なも

のとは言えない。

以上の内生的成長モデルは、市場の不完全性をもたらすR&D投資や公的サービスがいかにして内

生的成長を実現させるかということを示しているが、国有（公的）企業や独占企業による Rent-

Seeking問題が予め分析の枠外におかれている。しかし、市場の不完全性を容認する以上は、Rent-

Seeking問題も考慮に入れなければならないのであろう。特に、Rent-Seekingがある場合、R&D投資

による内生的成長が実現可能であるのか、そして内生的成長論で議論されている経済政策は、本当に

効果的なものであるのかについて再検討する必要があろう。以下の 3節と 4節では、一般独占経済の
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中のRent-Seeking活動と計画経済におけるRent-Seekingと見なされる「余裕」活動を考慮に入れる場

合の内生的成長の可能性、そして内生的成長論で議論されている経済政策を検討する。まず、内生的

成長論が考えている政策効果とはどんなものであろうかについて見る必要がある。

2.6　内生的成長モデルにおける政策効果

前述のように、内生的成長論と従来の新古典派との大きな違いは、長期成長率を内生的に考える上、

経済政策が長期成長に対する影響力をもつものと考えていることである。内生的成長論における政策

効果について 2つの側面で考えることができる。1つは前述のように、独占といった市場の不完全性

により競争均衡が非効率的である場合、政府が補助金政策などで、これらの歪みを解消することがで

きるという意味での政策効果である。そしてもう 1つは長期成長率が依存する貯蓄性向や資本の生産

性を決めるパラメータに影響を及ぼすような経済政策効果である。前述の Barro（1990）モデルは後

者の政策である。特に、後者に関しては、これらの経済政策が一度発動されると、その効果は永久的

に持続されるものと考えられている。まず、この政策効果（前述の新古典派成長モデルと比較しなが

ら）から見てみよう。（12）式より長期成長率を以下のように書き換えることができる（但し、r*と

g*は長期における資本に対する純収益率と成長率を表わしている）35）。

 

 （V7） 

 

 
* *r r g   δ σ ρ  （S）

Sala-i-Martin（1990）とBarro and Sala-i-Martin（1992b）は上記の式を資本あるいは貯蓄（左辺）と

消費（右辺）に対する収益率の均等式として用いられている。特に Sala-i-Martin（1990）はこの式を

用いて、AKの場合と新古典派成長の場合の政策効果を各々の図で示している。ここでは 2つのモデ

ルにおける政策効果を比較するため、2つのモデルをまとめて 1つの図で示してみる（図 1）。この図

は 4節の議論にも使われる。

この図は以下のように解釈される。まず、第 II象限と第 IV象限は Sala-i-Martin（1990）に対応し、

各々（S）式を新古典派成長（g*
N）と内生的成長（g*

E）のケースに適応し表わしているものである。

新古典派成長論においては、長期成長率は外生的に決められると考えているため、第 II象限の長期成

長率（外生）は資本に対する収益率（限界生産性）と独立な関係になっている（gは rに対し垂直になっ

ている）。これに対し、内生的成長論は前述のように、長期成長率は資本限界生産性の収穫一定性に

よって内生的に決定されると考えている（第 IV象限、gと rは右上りの関係である）。よって、もし

（AK）式のように一定の正の成長率が実現可能であれば、貯蓄性向が大きくなる（ρとσが小さくなる）

ほど、または生産技術が改善される（r* = Aが上昇する）ほど長期成長率は高くなる。第 IV象限はこ

れらの関係を表わしている。本論文では特に生産技術変化の成長率に対する影響に注目する。もし政

府は何らかの経済政策で r*を変えようとすれば、新古典派成長の場合は一時的に成長率が影響される
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かも知れないが、長期的には図 1（第 II象限）のように成長率はこれらの経済政策に影響されない。

よって、新古典派成長論における政策効果は前述のLevel Effect（定常状態の変数の水準を変える効果）

しかなく、Growth Effect（成長率を変える効果）はもたない。これに対し、内生的成長論は図 1（第

IV象限）のように r*の変化（例えばR&D投資の水準を上げることや公共支出を行うことなど）によっ

て長期成長率に対する効果は永久的に持続される。よって前述の Barro（1990）のような政府活動の

長期成長に対する効果は永久的なものになる。

一方、補助金政策について、内生的成長論は以下のように考えている。2.5.1節や 2.5.3節のRomer

（1986、1990）モデルのように、私的資本限界生産性が低くなったのは、個々の生産者は社会的限界

生産物を下回る私的限界生産物に基づいて意思決定を行うからである。そこで、Barro and Sala-i-

Martin（2004）は政府が比例的な所得税で資金を徴収し、資本財の購入に補助金（投資税額控除。

Romer（1986）のケース）を与えることや中間財の購入と最終財生産に対する補助（Romer（1990）

のケース）などの経済政策で、以上のような問題を解決することができると考えている。その補助率

については、資本財（中間財）の購入に関しては1 – μ1の率で、経済全体の生産（最終財生産）に関し

ては、1 – μ1 / μ1の率で行われる。以上のことをまとめると以下の式で要約される（これらの政策に関

しては、Romerの 2つのモデルとも同じように適用される）。

 

 （S） 
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1 1
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1 1
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π µ
µ
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 （22）

これらの式は、各々資本財と生産（最終財）に対する補助金が含まれている場合の各企業の利潤と産

図 1　内生的成長論における政策効果
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出を表わしている。この 2つの補助金政策の私的限界生産物に対する効果は、下記の式のように最終

的には同じである。

 

 （22） 
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これらを各々前述のRomer（1986、1990）モデルの私的生産物に適用すれば、確かにBarro and Sala-i-

Martin（2004）が言うように、政府の補助金政策で、分権（市場）経済でも社会的経済と同じような

成長率を得ることができる。しかし、このことは、市場の不完全性があっても全ての企業が Profit-

Seekerであることを前提にして得られる結論であり、以下で議論されるように企業が市場の不完全性

（独占や情報の不完全性など）を利用してRent-Seekingで自分の目標を達成し利益を獲得しようとし

たとき、これらの効果は必ずしも現実性があり、有効的なものとは言えない。

3　独占によるロス― Rent-Seeking

この節では Tullock（1967）らのRent-Seeking概念を簡単に説明した上で、Rent-Seekingのある場合

の経済政策（Romer（1990）モデルにおける補助金政策）が有効ではないことを示す。

Tullock（1967）が提唱したRent-Seekingとは、独占競争の中で企業が政治的な手段で利益を求めよ

うとする活動を言う。一般的に、Rent-Seeking活動が経済に弊害を与えると言われているのは、以下

のような状況である。つまり、独占経済の中で、もし独占企業がその独占する権利を維持するために、

市場ではなく当局に働きかけるといった活動（Rent-Seeking活動）で目標を達成しようとする場合、

費やされた資源が通常の経済活動に寄与されず、その分が他の正常の生産活動の利用可能な資源を減

少させるという意味で、資源配分の非効率性をもたらす。そのときの経済全体の厚生に与える損害は

独占によるロス以外に、もしその独占企業がRent-Seeking活動を行うために、独占超過利潤相当分の

資源を最大限に使用しようとすれば、その部分も社会的厚生損失として計上される（Tullock（1967））。

また、そのような社会的浪費をもたらすRent-Seeking支出として、Buchananは「（1）潜在的独占有益

者の努力と支出。（2）潜在的収益者の支出を獲得し、あるいはそれに反応するのに向けられる政府役

人の努力。（3）レントシーキング活動の結果として独占それ自体、または政府によって引き起こされ

た第三者のゆがみ。（Mueller（1989）、加藤訳（1993）p.229）」を挙げている。

Tullock（1967）の考え方をRomer（1990）モデルで図 2を用いて考えてみよう。まず、Romer（1990）

の結果を図 2で検討してみよう。独占力をもつ企業は 2.5.3節で議論した中間財生産企業のように、市

場の逆需要関数のもとで、限界収入が限界費用と一致するように、独占価格を設定し独占利潤を求め

る。求められた独占価格 pm（（V4）式）は競争経済の場合の価格（pc = r）より高く、供給量 xmは競

争均衡より少なくなっている。これは前述の独占企業が独占利潤を得るため、一定のマークアップ
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（1 / μ1）をかけているからである。そのときの独占利潤 πmは図 2の pmpcFBの部分に当たり、社会的な

厚生損失は BFEの部分となる。しかし、Tullock（1967）が指摘したように、もし独占企業がRent-

Seekingのためにこの部分の資源をその活動に使うならば、そのときの社会的厚生損失は BFEだけで

はなく、pmpcFBも計上されなければならない。よって、Rent-Seekingのある場合の経済全体の厚生損

失は BFE + pmpcFBとなる。

ところが、独占企業が独占利潤の全てをRent-Seekingに費やすという発想はあまりにも非現実的で

あろう。それよりも、Rent-Seekingを行う独占企業はその活動のための必要な経費を一定のマージン

率で生産コストないし活動経費として計上する方が合理的であろう。そこで、利潤関数は以下のよう

に書いてみよう 36）。

 

 

 
   1i i i i ip x x R rx  π  （23）

但し、RはRent-Seekingを行うためのマージン率を表わしている。この追加された費用は Tullock

（1967）が言うRent-Seekingによる社会的なコストであると考えられる。よって、限界費用は図 2のよ

うに、上にシフトとする。もしこれらの企業はこの費用構造のもとで、独占活動を行おうとすれば、

Rent-Seeking要因を考慮にいれた場合の Romer（1990）モデルの独占価格、独占利潤及び中間財の産

出量は以下のように表わされる。

 

 （23） 
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及び、Rent-Seekingによるロスは、

図 2　Rent-Seekingによる社会的ロス
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 （24）

となる。これらを図2で見ると、独占価格はRent-Seekingのない場合より高くなっている。しかし、こ

れらの企業はもしRent-Seekingによってある一定の独占利益が確実に「保障」されるならば、仮に（24）

式のようなロスを生じても、独占利潤が奪われることはない。この場合の社会的厚生損失はHpcGC +  

AGEとなり、Tullock（1967）の言う BFE + pmpcFBより少なくなっている。しかし、そのような社会的

ロスが存在することは重要な経済的意味をもつ。つまり、もし前述のように補助金政策が行われれば、

そのときの補助率を 1 – μ1とすると、中間財に対する需要は

 （24） 

 

 

     11/ 1
1 2/ 1 R r L L


 

µ
µ   であり、依然と

して過少になっている。もしこれを解決しようとすれば、むしろ補助率が

 

 
     1 11 / 1 1R R    µ µ   

となることが必要である。しかし、

 

 
 1 / 1R Rµ   の部分がRent-Seeking活動のための資金となるので、

実行された補助金政策は、Barro and Sala-i-Martin（2004）らが考えているものより効果が小さく有効

的なものとは言い難い。更にもしこれらの補助金は租税で賄おうとすれば、更なる資源配分の非効率

性をもたらすこともなりかねない。このようなRent-Seekingに対し、社会主義経済の中で「余裕」を

確保する行動も 1種のRent-Seekingと見なす。以下の 4節ではこの問題について議論し、これを考慮

に入れる場合の AKモデルとRomer（1986）のモデルにおける内生的成長の実現可能性、そして政策

効果を検討する。

4　計画経済の社会的コスト―「余裕」

中村（1992）、渡辺（1995）は現在の（あるいは旧）社会主義経済（計画経済）において、国有企

業が安易にノルマを達成するために割り当てられた投入財と生産量の中で「余裕」を確保しようとす

るとき、Rent-Seeking活動が発生する可能性があることを指摘している。その「余裕」とは、中村

（1992）によって「生産課題の遂行に最低限必要な資源を越える資源」と定義されている。

計画経済における「余裕」ないしRent-Seekingは以下のように考えられている。中村（1992）によ

れば、計画経済において、企業は利潤最大化ないし費用最少化というインセンティブをもたず、政府

（計画当局）から与えられた生産課題（ノルマ）を如何に容易に遂行していくのかを目標としている。

その生産を行うための投入は政府から割り当てられる。国有企業は安易かつ確実にノルマを達成して

いくために、より多くの生産資源ないし資金（中村はこれを「余裕」と呼んでいる）を確保している。

一方、渡辺（1995）は上述のような「余裕」の存在は、企業の費用が市場からの競争の欠如によっ

て増大してしまうという「X非効率」と同じ経済的効果をもつものとしている。そしてこのような集

権経済における企業の「余裕」確保行為は、一種のRent-Seeking活動と見なすべきであると主張して
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いる。渡辺はこのようなRent-Seeking活動（以下では「余裕」活動と称す）によって得られる「余裕」

は、効率生産から見て必要以上の投入であり、また社会的な観点から見ると、資源の浪費であると指

摘している。

このような「余裕」の発生は、集権的経済システムそのものが資源配分の合理性が欠けていること

に帰すべきであるが、そのシステムから生まれた縦割りの行政機構ないし情報の非対称性、「ソフト」

的な予算制約ないしインセンティブの欠如といった問題が、この種のRent-Seeking（「余裕」）活動の

発生の一番の大きな誘因と考えられる。

つまり、中村（1992）、渡辺（1995）が指摘したように、計画経済における企業が生産実績（ノルマ）

について責任を問われても、財務実績について責任を問われることはない（「ソフト」予算制約）。ま

た、生産計画という点についても、当局が全ての企業の生産を計画するということは非現実的であり、

実際はほとんどの生産計画を各企業に任すしかない。ところが、あらゆる情報を有する企業に対し、

当局は実際生産される産出量（あるいは企業が申告した生産技術）でしか企業の行動を観察すること

ができない（情報の非対称性）。利潤動機をもたない国有企業（インセンティブ問題）にしてみれば、

多くの「余裕」を獲得すればノルマを確実に達成することができるので、「余裕」を確保することは

これらの企業にとってむしろ「合理性」をもつ。

これらの「余裕」活動を行う企業は、計画経済の中で見られるように国有独占企業である場合が多

いので、この活動の経済に対する効果は 3節と同じ枠組みで見ることができる。渡辺（1995）は図 2

と同じように、「余裕」の経済に対する影響を分析している。彼の結論をまとめると次のようになる。

計画経済における企業の獲得した「余裕」を費用面で見ると、図 2のMC R – MC（申告或は獲得した

費用MCRと「真」の限界費用MCの差は「余裕」として考えている）の部分に相当するが、計画経済

の中では、前述のように自主的に利潤動機に基づいて生産することはなく、計画当局が要求されたノ

ルマに従って生産が行われるので、もしそのノルマを図 2の x�とすれば、獲得された「余裕」は図の

HpcKJの部分となる（渡辺（1995）、p. 88）。よって、もし利潤動機を考えなければ、計画経済におけ

る「余裕」活動も、3節の一般独占企業のRent-Seekingと同じような経済的効果をもつことになる 37）。

ところで、このような「余裕」活動は長期成長（内生的成長）に対し、どのような影響力をもつの

であろうか。「余裕」と長期成長の関係を以下のように考察してみよう。前文のように、「余裕」は獲

得された生産資源の中で実際の生産に貢献されない部分を意味するが、中村（1992）はその「余裕」

が産出量と投入量で計られるものだと考えている。ここでは中村（1992）が言う産出量から見た「余

裕」を考えてみよう。いま、企業の実現可能な最大産出水準を「真」の産出（Y）とし、政府との間

で決められたノルマを「観察」された産出（Y）とする。その両者の差を「余裕」とする。よって、「観

察」された産出、「真」の産出と「余裕」の関係は以下のように定義する。
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Y Y Y ω  （25）

ここで、ωYは産出量から見た「余裕」である。ωは「余裕」率またはRent率（以下では単にRentと

呼ぶ）を表わすものとする。簡単化のため、これは企業（国有企業）の嗜好や習性を表わし、外生的

に与えられるものとする。また無限に「余裕」をとることはできないものとする。つまり、ωの値は

 （25） 

 

 
0, ω ω   とする。ῶは上限である。一方、同じ投入Kに対し Yと Yの生産技術を各々 Y = A*K、Y = AK

とする（但し、A < A*）。これを考慮し、（25）式を変形すると、「余裕」と AKの関係は以下の式で表

わされる。

 

 

 

*1 1
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 （26）

これを 2.3節の（AK）式に適用し、「余裕」を含むAK生産技術に基づいた成長率は以下のようになる。
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また、プラス成長の条件と効用の有界性条件（横断性条件に相当）は以下のようになる。

 

 （27） 

 

 

      * *1 1 1A A      ω ρ δ σ ω σδ  （28）

これらの式からわかるように、「余裕」活動がある場合、プラスの長期成長をもたらすのに A*は通常

より大きくならなければならない 38）。「余裕」が非常に大きく取られる場合、AK生産技術に基づく内

生的成長は達成されない可能性がある。

次に、「余裕」問題をRomer（1986）のモデル（AKのケース）で考えてみよう。「余裕」をRomer

（1986）のモデルに適用するに当たって以下の修正が必要である。Romer（1986）は長期成長をもたら

す広範囲の資本収穫一定性は、個々の企業の投資過程で生じた経験という知識資本の蓄積によって達

成されると考えている。ここでは「余裕」の効果を見るため、以下の仮定をおく。第 1に、経済の長

期成長は知識財の生産によって達成され、知識資本の生産は政府に「依頼」される国有独占企業に

よって行われるものと想定する。生産された知識財は公共財として無料で一般企業（競争原理に基づ

く消費財生産企業）に提供されるものとする。第 2に、知識財を生産するのに、資本が使われるとす

る。但し、その資本は政府から割り当てられるとする。第 3に、国有独占企業は生産活動の中で、「余

裕」を獲得し、Rent-Seeking活動を行うとする。

第 1の仮定はRomer（1990）（最終財生産と知識財生産を区別して考えるという点）と類似してい

るが、最終財生産企業も知識財生産企業も資本を使うと仮定している点（第 2の仮定）では、Romer
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（1990）とは異なる。以上より、「余裕」活動を伴うR&D成長モデル（Romer（1986、1990））を体系（3）

式～（7）式で表現すると、以下の最終財生産関数を書くことができる。

 

 （28） 
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1

1 2 1 1 2,Y F K A K D K A K


 
µµ  （29）

但し、簡単化のため、L ≡ 1とおいている 39）。この式は以下の 2つの点において 2.5.2節の（R2）式

と（Romer（1986）モデル）と異なる。1つは知識財が意図的に知識財生産企業によって生産される

点である。もう 1つは知識財生産企業が「余裕」活動を行う点である。国有独占企業と想定されてい

る知識財生産企業の生産技術と「余裕」活動は、前文の（6）式を適用させる。つまり、企業は政府

から与えられた投入（ここでは資本）Kで Aという知識財の生産を行うが、「余裕」活動も行うため、

企業は「真」の生産技術を A = ϕKに対し、A = ϕKの生産技術を選択する 40）。体系（3）式～（7）の資

本に関する制約K1 = qKとK2 = (1 – q)K（また、労働の 2部門間の配分を考慮に入れた場合、労働に関

する資源制約は L1 = lLと L2 = (1 – l)Lとなる）を考慮して、「余裕」活動がある場合の知識財の生産技

術は以下のように表わされる。

 

 （29） 
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これを（29）式に代入すると、以下の「余裕」を考慮に入れる最終財生産関数が得られる。
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一方、「余裕」によって、一部の生産資源（資本）がこの経済の生産活動から確実に消失してしま

うので、この部分（A = A + ωA）のωAである）を経済全体の制約条件の中で計上すると､得られる経

済全体の予算制約は以下の式で表わされる。

 

 （31） 
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 （32）

（9）式、（10）式～（15）式を用いて、この予算制約のもとでの社会的な最適成長率は以下のよう

に求められる。

 

 （32） 
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 （33）

これを整理すると、「余裕」を含めた最適な成長率は以下の式のようになる。
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但し、A*は以下のものである。
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一方、労働の 2部門間の配分を考慮に入れた場合の成長率は以下のようになる。
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但し、A**は以下のものである。
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これらの式は（27）式と同じ構造になっているが、知識財生産の中でRentとして消えていく分を考

慮すると、得られる成長率は更に低くなる。このとき、もし知識財生産のノルマを上げ（経済政策）、更

なる資源をこの財の生産（経済全体資本の1 – qないし労働1 – l）に投与しようとすれば、（34）式（或は

（35）式）のように、成長率は「余裕」の存在によって逆に低くなる可能性がある。これは前述 Tullock

（1967、1988）が考えているように、Rent-Seekingに費やされた生産資源が通常の経済活動に寄与しな

い上に、その分が他の正常の生産活動の利用可能な資源を減少させ、経済に悪い影響を与えている例

である。これを図 2でみると

 （36） 

 

 
   ** 1 1r g   σ ω ω ρ   （但し、

 

 

   ** * 1 1r A q    ω δ φ   ）であるよ

うに、資本に対する収益率が「余裕」活動のない場合より低くなり、長期成長率は低くなる。そのと

き、もし政府が産業政策として知識財生産により多くの生産資源を投与すれば、更なる資源配分の非

効率性をもたらし、長期成長率を低くさせる。よって、この場合の経済政策は有効的なものとは言え

ない。

5　結論と今後の課題

以上では、中国の国有企業活動を背景に、Rent-Seeking問題を考慮に入れた場合の長期成長（内生

的成長）の可能性と補助金や公共支出の長期成長に対する効果を内生的成長論と公共経済学の枠組み

で検討した。国有企業がRent-Seekingを行うと仮定することにより、以下のインプリケーションを得

ている。第 1に、Rent-Seeking活動があった場合、国有企業に対する補助金政策は次の意味で有効で
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はない。すなわち、補助率はRentの存在によって、過小になる可能性がある。しかし、補助率を大

きくすれば、その一部はRent-Seeking活動を行う資金となるため、実行された補助金政策は効果が小

さく有効的なものとは言い難い。第 2に、Rent-Seeking活動があった場合、国有企業による投資や生

産活動の資本に対する収益率がRentのない場合より低くなり、これらの投資や生産活動の長期成長

率に与える効果も小さくなる。もし、政策的に更に多くの生産資源を国有企業に与えるなら、更なる

資源配分の非効率をもたらし、長期持続経済成長に悪い影響を与える可能性がある。この論文は問題

の提起に過ぎない。今後より厳密な理論と実証分析が必要であり、これらは今後の課題としたい。
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7） Thompson（1994）はわかりやすく各々の内生的成長モデルを展望している。

8） 以下の各タイプの内生的成長モデルをここで呈示するフレームワーク（二部門成長モデルの一般ケース）で

考える。より厳密な一般的な表記についてはMulligan and Sala-i-Martin（1992）、大住・坂上（1997）を参照。

9） よ り 厳 密 的 に は、（9） 式 の 6番 目 の 式 は 終 期 に お い て、 負 債 を 残 さ な い no-Ponzi-game条 件 
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満たす条件式でもある。また、制御変数（C、q、v）を最大にするような Γは状態変数（K、A）に関し凹性が満

たしていれば、（9）式に当たる必要条件は、十分条件とも言える。詳しくはKamien and Schwartz（1991）、

Chiang（1992）、斎藤（1996）を参照。

10） Thompson（1994）を参照。ここでは、均斉成長と長期成長や定常状態の成長の用語に関して厳密の区別をし

ない。

11） 均斉成長径路上では全ての 1人当たりの変数はこの成長率で成長する。ここでは、L ≡ 1と仮定しているので、

（7）式におけるレベル変数（大文字変数）を 1人当たりの変数（小文字変数）として見ることができる。

12） （N）式より exp  (κt)D1μ1K
–(1 – μ1) = σg + ρ + δ = const.を考慮に入れれば、（17）式が得られる。

13） このことは、Solow（1956）の資本蓄積に関する動学方程式で見れば、理解されるのであろう。Solowの動学

方程式は k
4

 ≡ ψ(k) = sf(k) – (n + δ)で表わされる。もし、資本の限界生産性は収穫逓減性や稲田条件を満たしてい

れば、0 < (n + δ) / s < f '(0)が成立し、ψ(k*) = 0であるように一意的な正の k*が存在する。同様に、dgk / dk =  

–s(f(k) – kf '(k)) / k2 < 0（但し f(k) – kf '(k) > 0は労働に関する限界生産性を表わしている）で示されるように、絶対
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的収束性（absolute convergence）も存在する（詳しくは、Burmeister and Dobell（1971）、Barro and Sala-i-Martin

（2004）を参照。）

14） Sala-i-Martin（1990）、Grossman and Helpman（1991）、Hammond and Rodriguez（1993）、Barro and Sala-i-Martin

（2004）は Solow（1956）のモデルを用いて、外生的な技術進歩のない場合、何故稲田条件を満たす新古典派成

長論の長期成長ができないのかということを示している。

15） つまり、2国の所得格差は y1 / y2 = (k1 / k2)
μ1 = 10であるように 10倍であるとすれば、もし資本のシェアが通常で

考えているように、μ1 = 1/3であれば、その 10倍の所得の格差をもたらすのに、各々の国の資本格差は 1000倍

にならなければならない。すなわち、k1 / k2 = 103 = 1000。しかし、現実経済の中で 10倍の所得格差が存在してい

ると考えられても、1000倍の資本格差は到底考えられない。

16） この線に沿って、この技術進歩率の格差を生みだす国ごとの教育水準の相違で国際間の所得格差を説明して

いる論文もある（Mankiw et al.（1992）、Barro and Sala-i-Martin（1992a）、King and Rebelo（1993）など）。これら

の論文は、国の教育水準等をコントロールすれば、1人当たりの所得は収束していけると主張している。たとえ

移行経路を考えても同じような結果が得られるのである。これらに対し、Dowrick（1992）、Quah（1993）は国

民所得水準が各国で発散し、低、高所得の国で二極化している傾向があることを示している。（柴田（1993）参照）

17） Barro and Sala-i-Martin（2004）、Romer（2011、Chap.1）を参照。

18） これらの仮定は経済の長期均衡に対する収束性を見るときは、非常に重要であるが、長期成長率を内生的に

考える場合、これらの条件を修正する必要がある。

19） Jones and Manuelli（1990）は最も簡単にこのような生産技術について議論している。また、Hammond and 

Rodriguez（1993）も非常に単純なケースでその可能性を示している。その資本限界生産性の有界性は Solow自

身も既に考えていたと言われている（Hammond and Rodriguez（1993））。

20） （AK）式の 2番目の式の 2つの不等号は各々正の成長率を達成させるための条件（左側の不等号）と効用の有

界性を満たす条件（右側の不等号。これは（AK）式の成長率をCについて解いたものを（1）式の効用関数に

代入して、U0 < ∞として得られた条件である。これが満たされるならば、（16）式の横断性条件が自動的に満た

される）を表わしている。これは Aとなる生産性が長期持続成長をもたらす必要があるが、個人の効用を無限

に増大させるものではないことを意味する（Barro amd Sala-i-Martin（2004）を参照）。

21） これらの式を順番から言うと、長期径路（定常状態）における資本の成長率、（N）における資本蓄積の行動

式を変形し時間微分したもの、長期成長率、横断性条件を表わしている。詳しくはBarro and Sala-i-Martin（2004）

のChap. 2, 4を参照。

22） Baaro and Sala-i-Martin（2004、Chap. 4）は競争経済の中での人的資本と物的資本の収益率の均等性でこの可能

性を示している。

23） Sala-i-Martin（1990）、Baaro and Sala-i-Martin（2004）はこれらの考え方を全て AKモデルで示している。

24） Jones and Manuelli（1990）とBarro and Sala-i-Martin（2004）は、Y = AK + DK μ1L1 – μ1やCES型の生産関数を用い

て、AK生産技術のある場合の移行過程を示している。一方、Aghion and Howitt（1998、Chap. 5）は環境汚染問

題や非再生可能な生産資源問題を AKモデル（1部内生的成長モデル）と Schumpeterianモデル（2部門内生的成

長モデル）で分析したが、環境汚染などの要因があった場合、Schumpeterianモデルでは内生的成長の可能性が

示されたが、AKモデルは Schumpeterianモデルと同じような結論が得られなかった。そこで、Aghion and Howitt

（1998）は AKモデルがイノベーションと資本の蓄積を区別していないが故に、Schumpeterianモデル（2部門モ

デル）の方が優位性をもっていると考えている。

25） もしミクロ的な要因を考えなければ、後程示す表 1のように、Uzawa（1965）― Lucas（1988）モデルとなる
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ようなモデル構造パラメータの値を 2.1節の（9）式、（10）式～（15）式に代入すれば、全てのこの種のモデル

の長期成長率が同じの方法で簡単に求められる。例えば、Romer（1990）の中間財の種類拡大モデルやAghion 

and Howitt（1998）の Schumpeterianモデルはその例である。

26） これらのモデルは Tirole（1988）などの産業組織論を取り入れ、R&D投資のインセンティブとして独占的競

争を容認している。その結果、独占力が存在するため、私的限界生産性が社会的生産性より低くなり、よって、

政府の補助金政策が必要であると主張されている。この線上で、松山（1994）やBenhabib and Farmer（1994）ら

は複数均衡や不決定性などの議論も展開されている。

27） 但し、（13）式から得られた（20）式の 2番目の式は長期における消費成長率が資本成長率と一致することを

前提にしている。

28） Barro and Sala-i-Martin（2004）はこの方法を使って色々なタイプの内生的成長モデルを調べているが、外部効

果については考慮に入れていない。

29） 例えば、

 
* *

1 2 1 K Ag g   µ µ   のような関係が考えられる。Aを人的資本と見なすと、長期成長径路における

2つ資本の比率の不一致性が成長に影響を与える。Barro and Sala-i-Martin（2004）を参照。

30） Romer（1986、1990）は知識資本の生成する可能性として、R&D投資も考えている。

31） 政府サービスの混雑を蒙る問題については、Barro and Sala-i-Martin（1992b）が分析している。

32） Aは利用可能の中間財の種類を表す。技術進歩は Aの増加によって達成される。また、この場合の新規中間財

は既存の中間財と代替不可能と仮定されている。つまり、新規発見の財は既存財を陳腐化させない。よって、

期間終了まで独占権を保持し続ける。これに対し、Aghion and Howitt（1998）は Schumepterの「創造的破壊」と

いうアイデアを生かして質的向上（垂直的な技術革新）モデルを考えた。そのときの新しい発見は確率的にポ

アソン過程に従い、陳腐化が存在する。

33） Romer（1990）は人的資本と仮定しているが、Barro and Sala-i-Martin（2004）やAghion and Howitt（1998）は

これを労働に置き換え、得られる結論は同じである。ここでは労働で考える。

34） Sala-i-Martin（1990）とBarro and Sala-i-Martin（2004）はこれと同形の生産関数で 1部門生産モデルにおける

中間財の種類拡張と内生的成長の可能性を示している。但し、Barro and Sala-i-Martin（2004）は xを非耐久的な

財・サービスの購入として考えている。よって、その分析では状態変数は Aのみとなる。結果は AKモデルと同

じである。

35） この式は Sala-i-Martin（1990）とBarro and Sala-i-Martin（1992b）を引用している。

36） Brooks and Heijdra（1988）は一般均衡モデルでRent-Seekingの影響を分析している。

37） 渡辺（1995）が民営化された今日においても民間独占企業となった旧国有企業が依然として Rent-Seekingを

行っていると指摘している。

38） これを図 1でみると、ρと σが大きい場合に相当する。よって長期成長率は低くなる。

39） 但し、現実経済を考える場合、労働の 2部分間の配分も考慮に入れる必要があろう。そのとき、（29）式、 
   11
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µµ

  のようになる。

40） （24）式と同様に、労働の 2部分間の配分を考慮に入れた場合の知識財生産関数は

 
2 2A K Lφ   なる。
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